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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第26期

第３四半期連結
累計期間

第27期
第３四半期連結
累計期間

第26期

会計期間
自平成23年４月１日
至平成23年12月31日

自平成24年４月１日
至平成24年12月31日

自平成23年４月１日
至平成24年３月31日

売上高（千円） 3,916,116 5,162,552 5,536,856

経常利益（千円） 256,041 253,874 439,768

四半期（当期）純利益（千円） 126,518 112,006 227,792

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
124,050 113,183 226,001

純資産額（千円） 2,177,362 2,341,617 2,304,236

総資産額（千円） 3,105,954 3,516,654 3,431,582

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
7,510.72 6,649.24 13,522.84

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 70.1 66.4 67.0

 

回次
第26期

第３四半期連結
会計期間

第27期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自平成23年10月１日
至平成23年12月31日

自平成24年10月１日
至平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額

（円）
2,803.05 2,543.24

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等を含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２【事業の内容】

  当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。

  なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４  経理の状況  １  

四半期連結財務諸表  注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

  また、第２四半期連結会計期間において、株式会社アイ・エス・エスの株式を取得したことに伴い、同社および同社

の子会社である株式会社アイ・エス・エス・インスティテュート、株式会社アイ・エス・エス・コンサルティングが

当社の子会社となりました。

  （翻訳事業）

      株式会社アイ・エス・エス

  （派遣事業）

      株式会社アイ・エス・エス、株式会社アイ・エス・エス・コンサルティング

  （その他）

      株式会社アイ・エス・エス、株式会社アイ・エス・エス・インスティテュート
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

  当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

（株式会社アイ・エス・エスと株式会社HCランゲージキャリアの合併について）

  当社は、平成24年12月13日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社アイ・エス・エス（以下

「アイ・エス・エス」）と、当社の連結子会社である株式会社HCランゲージキャリア（以下「HCランゲージキャリ

ア」）の合併について決議し、アイ・エス・エスとHCランゲージキャリアはそれぞれ、平成25年１月15日開催の取締

役会において合併契約の締結を承認決議し、同日付で合併契約を締結いたしました。

  合併の目的および合併契約の概要は以下のとおりであります。

１．合併の目的

  アイ・エス・エスは通訳・翻訳サービス・人材派遣・国際会議企画・運営を、HCランゲージキャリアは人材派遣

事業を、それぞれ主要業務としております。

  両社の合併により、連結子会社間で重複する経営資源を集約するとともに、営業面でシナジー効果を発揮し、業務

の効率的な運営を図ることで、さらなる事業展開を目指してまいります。

２．合併の方法

  アイ・エス・エスを存続会社とする吸収合併方式で、HCランゲージキャリアは解散いたします。

３．合併の効力発生日

  平成25年４月１日

４．合併に係る割当の内容

  当社の100％子会社同士の合併であるため、合併に際しての新株式の発行および合併対価の交付はありません。

５．引継資産・負債の状況

  合併の効力発生日において、HCランゲージキャリアの資産、負債および権利義務の一切を引継ぐ予定であります。

６．吸収合併存続会社となる会社の概要

商号        株式会社アイ・エス・エス

本店所在地  東京都千代田区麹町三丁目１番地１

資本金      99百万円

事業内容    通訳・翻訳サービス、人材派遣、国際会議企画・運営
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)  業績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、東日本大震災後の復興需要などを背景として企業収益に

持ち直しの動きがあるものの、長引く欧州債務危機や世界景気の減速などにより、景気回復の動きに足踏みがみ

られ、依然として先行き不透明な状況が続きました。

このような環境のもと、当社グループでは平成25年３月期から平成27年３月期までを対象とする第二次中期

経営計画を昨年９月に発表、「すべての企業を世界につなぐ言葉のコンシェルジュ」という経営ビジョンを策

定し、言葉に関する事業領域の拡大による新たな価値創造を推進させていく方針を発表いたしました。その一つ

の施策として、昨年９月に株式会社アイ・エス・エスの株式を取得し、連結子会社としております。

これらの結果、当社グループの売上高は、前年同期比31.8％増の5,162百万円となりました。利益面につきまし

ては、昨年５月に実施した大阪本社移転に伴う一時的な経費増と体制強化のための採用増により、営業利益は前

年同期比2.4％減の252百万円、経常利益は前年同期比0.8％減の253百万円、四半期純利益は前年同期比11.4％減

の112百万円となりました。

各セグメントの業績は次のとおりであります。

なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同四半期比較につい

ては、前年同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。

①  翻訳事業

翻訳事業については、特許分野は、特許事務所からの電気関連の出願用明細書の大幅な受注増加に加え、企業

の知的財産関連部署との取引が順調に推移したことから、売上高は前年同期比16.7％増の1,274百万円となりま

した。医薬分野は、年間契約を締結した複数のメガファーマからの受注や国内外の製薬会社・医療機器関連企業

からの受注が堅調に推移し、前年同期比7.8％増の1,401百万円となりました。工業分野は、自動車関連企業から

の受注増加や海外への工場移設関連資料の受注が継続したことから、売上高は前年同期比19.7％増の1,247百万

円となりました。金融分野は、企業の管理部門からの案件獲得や法律事務所からの受注が回復傾向にあるもの

の、国内外の金融機関からの受注低迷とディスクロージャー関連資料の受注量減少により、売上高は前年同期比

0.4％減の333百万円となりました。これらの結果、翻訳事業の売上高は前年同期比11.8％増の4,262百万円、売上

原価と販売費及び一般管理費の総額は前年同期比13.3％増の4,012百万円となりました。

以上の結果、翻訳事業のセグメント利益は前年同期比7.7％減の250百万円となりました。

②  派遣事業

派遣事業については、株式会社HCランゲージキャリアの業績が好調であったことに加え、ISSグループの派遣

事業を新たに連結対象としたことから、売上高は前年同期比293.9％増の540百万円、売上原価と販売費及び一般

管理費の総額は前年同期比331.9％増の563百万円となりました。

以上の結果、派遣事業のセグメント利益は22百万円の損失（前年同四半期は６百万円の利益）となりました。

③  その他

その他のセグメントについては、昨年９月に連結対象としたISSグループの通訳者／翻訳者育成事業ならびに

通訳／国際会議運営事業が好調に推移したことから、売上高は前年同期比1,228.7％増の465百万円、売上原価と

販売費及び一般管理費の総額は前年同期比743.3％増の417百万円となりました。

以上の結果、その他のセグメント利益は47百万円（前年同四半期は14百万円の損失）となりました。

 

(2)  事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3)  研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 51,400

計 51,400

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月14日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 16,845 16,845

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 16,845 16,845 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年10月１日～

平成24年12月31日
－ 16,845 － 588,443 － 478,823

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

  当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  16,845 16,845 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 16,845 － －

総株主の議決権 － 16,845 －

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

（役職の異動）

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役
経営企画室長（兼）品質管理

推進部長
取締役

業務推進部担当（兼）経営企

画室長（兼）内部監査室長

（兼）品質管理推進部長

二宮 俊一郎 平成24年10月１日

取締役

営業本部工業分野戦略推進担

当（兼）情報管理担当（兼）

名古屋営業部長（兼）業務推

進部長

取締役
情報管理担当（兼）名古屋営

業部長
淺見 和宏 平成24年10月１日

取締役
営業本部特許分野戦略推進担

当（兼）東京第一営業部長
取締役 東京第一営業部長 楠見 賢二 平成24年10月１日

 

EDINET提出書類

株式会社翻訳センター(E05579)

四半期報告書

 7/16



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

  当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

  当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平成

24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

株式会社翻訳センター(E05579)

四半期報告書

 8/16



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,970,624 1,499,048

受取手形及び売掛金（純額） ※
 912,209

※
 1,041,884

仕掛品 61,390 83,113

その他 114,441 158,759

流動資産合計 3,058,665 2,782,805

固定資産

有形固定資産 48,712 85,825

無形固定資産

のれん 12,428 266,851

その他 108,069 120,817

無形固定資産合計 120,498 387,669

投資その他の資産 ※
 203,705

※
 260,354

固定資産合計 372,916 733,849

資産合計 3,431,582 3,516,654

負債の部

流動負債

買掛金 448,375 490,057

未払法人税等 134,644 43,733

賞与引当金 110,862 82,096

その他 281,232 377,900

流動負債合計 975,114 993,788

固定負債

退職給付引当金 104,005 136,876

役員退職慰労引当金 45,900 35,400

その他 2,325 8,971

固定負債合計 152,231 181,248

負債合計 1,127,345 1,175,037

純資産の部

株主資本

資本金 588,443 588,443

資本剰余金 478,823 478,823

利益剰余金 1,245,216 1,281,420

株主資本合計 2,312,482 2,348,686

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △1,044 △78

為替換算調整勘定 △9,923 △10,443

その他の包括利益累計額合計 △10,968 △10,521

少数株主持分 2,721 3,452

純資産合計 2,304,236 2,341,617

負債純資産合計 3,431,582 3,516,654
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 3,916,116 5,162,552

売上原価 2,215,097 2,908,022

売上総利益 1,701,019 2,254,530

販売費及び一般管理費 1,442,424 2,002,226

営業利益 258,594 252,304

営業外収益

受取配当金 225 725

受取手数料 576 576

その他 439 1,487

営業外収益合計 1,240 2,788

営業外費用

為替差損 3,793 1,219

営業外費用合計 3,793 1,219

経常利益 256,041 253,874

特別損失

固定資産除却損 538 －

特別損失合計 538 －

税金等調整前四半期純利益 255,502 253,874

法人税等 128,984 141,128

少数株主損益調整前四半期純利益 126,518 112,745

少数株主利益 － 738

四半期純利益 126,518 112,006
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 126,518 112,745

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △53 966

為替換算調整勘定 △2,413 △527

その他の包括利益合計 △2,467 438

四半期包括利益 124,050 113,183

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 124,050 112,452

少数株主に係る四半期包括利益 － 731
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

第２四半期連結会計期間より、株式会社アイ・エス・エスの株式を取得したため、同社並びに同社の子会社である

株式会社アイ・エス・エス・インスティテュート及び株式会社アイ・エス・エス・コンサルティングを連結の範囲

に含めております。

 

【会計方針の変更等】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

  当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得

した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

  これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益はそれぞれ1,126千円増加しております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

（税金費用の計算）

  税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※  資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

流動資産 267千円 304千円

投資その他の資産 2,904 4,020

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日）

減価償却費 42,116千円 47,454千円

のれんの償却額 6,214 24,831

 

（株主資本等関係）

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月28日

定時株主総会
普通株式 67,380千円 4,000円 平成23年３月31日平成23年６月29日利益剰余金

 

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月27日

定時株主総会
普通株式 75,802千円 4,500円 平成24年３月31日平成24年６月28日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 （単位：千円）

 
報告セグメント その他

（注）
合計

翻訳事業 派遣事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 3,807,21994,8743,902,09314,0223,916,116
セグメント間の内部売上高
又は振替高

3,284 42,429 45,714 21,020 66,734

計 3,810,504137,3043,947,80835,0433,982,851

セグメント利益又は損失（△） 271,750 6,927 278,678△14,489 264,188

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、外国出願支援事業等を含んでお

ります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

 （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 278,678

「その他」の区分の損失（△） △14,489

セグメント間取引消去 620

のれんの償却額 △6,214

四半期連結損益計算書の営業利益 258,594

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 （単位：千円）

 
報告セグメント その他

（注）
合計

翻訳事業 派遣事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 4,257,134497,7704,754,905407,6465,162,552
セグメント間の内部売上高
又は振替高

5,761 43,179 48,940 57,996 106,936

計 4,262,896540,9504,803,846465,6425,269,489

セグメント利益又は損失（△） 250,642△22,233 228,409 47,892 276,302

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、外国出願支援事業等を含んでお

ります。

 

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

第２四半期連結会計期間において、株式会社アイ・エス・エスの株式を取得したことにより、主に派遣事業で資

産が増加し、他の報告セグメント等を含めた総額では614,393千円増加しております。
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３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

 （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 228,409

「その他」の区分の利益 47,892

セグメント間取引消去 833

のれんの償却額 △24,831

四半期連結損益計算書の営業利益 252,304

 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

第２四半期連結会計期間において、株式会社アイ・エス・エスの株式を取得したことにより、のれんが279,254千

円増加しておりますが、当該のれんは複数の報告セグメント等に関わるのれんであるため、報告セグメントごとの

配分は行っておりません。

 

５．報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期連結会計期間より、「その他」に含めていた「派遣事業」について、量的な重要性が増したため報告

セグメントとして記載する方法に変更しております。

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、当第３四半期連結累計期間の報告セグメントの区分に基

づき作成したものを開示しております。

 

（１株当たり情報）

  １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 7,510円72銭 6,649円24銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 126,518 112,006

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 126,518 112,006

普通株式の期中平均株式数（株） 16,845 16,845

  （注）  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

  該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
  該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年２月12日

株式会社翻訳センター

取締役会  御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渡部    健    印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大谷  智英    印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社翻訳セン

ターの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から

平成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社翻訳センター及び連結子会社の平成24年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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